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研究成果の概要（和文）：特別養護老人ホームでの口腔ケアについて調査した結果、要介護度3から口腔ケアに
全介助の可能性が生じ、口腔ケア用具が多様となっていくことが分かった。歯科専門職が参加することで、介助
者が適切な口腔ケアを行うことに繋がる。しかし、歯科専門職のチームによって、参加頻度や内容が様々となる
ため、業務指針があったほうが良いのではないかと考える。
歯科診療所への質問調査の結果、在宅歯科診療における連携については7割の施設が理解していたが、連携して
いた施設は3割に満たなかった。また、訪問歯科診療で歯科衛生士が行う口腔管理は、口腔衛生状態の改善を主
な目的としており、口腔機能の向上を目的としていたのは2割以下であった。

研究成果の概要（英文）：As a result of survey on oral care at the special nursing home for the 
elderly, it became clear that there was a possibility of full assistance for oral care from need of 
degree of care 3, and the oral care tool was diversified. Participation by a dental professional 
leads to caregivers performing appropriate oral care. However, as the frequency and content of 
participation varies depending on the team of dental professionals, I think that it is better to 
have operational guidelines.
As a result of the question survey to the dental clinic, 70% of the facilities understood the 
cooperation in home dental practice, but less than 30% of the facilities cooperated. In addition, 
oral management performed by dental hygienists in visiting dental practice is mainly aimed at 
improving oral hygiene, and less than 20% was aimed at improving oral function.

研究分野：社会歯科学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
住み慣れた環境での療養は、高齢者のＱＯ
Ｌを保つ選択肢の一つであり、自宅で最期を
迎えたいと希望する高齢者は多い１）。また、
超高齢化社会を迎え、医療機関や介護保険施
設などの受け入れにも限界が生じているこ
とから、在宅療養を行う高齢者は今後増加し
ていくことが予測されている２）。一方で、口
腔状態が及ぼす全身への影響も解明されつ
つあり、特に誤嚥性肺炎やインフルエンザと
いった高齢者の死亡にもつながりやすい感
染症の予防に口腔清掃が有効であることが
示唆されている３）。そのため、わが国の医療・
介護保険制度の維持において、在宅療養を行
う高齢者に、どのように口腔健康管理を行っ
ていくかということに重点をおいた体制づ
くりは、重要であり急務であると考える。 
我が国では、平成 23 年 8 月に「歯科口腔
保健の推進に関する法律」が施行され、障害
者や介護を必要とする高齢者の口腔の健康
の重要性が示されている４）。しかし、高齢者
の口腔健康管理に関する明確な指針づくり
にはいたっていない。また、高齢者の口腔健
康管理が重要であることは明白であっても、
高齢者への歯科専門職の介入に対しては、そ
の程度を含めて明らかとなっていない。 
これらの背景から、歯科専門職がどのよう
に介入すべきなのかを検討する必要があっ
た。 
 
２．研究の目的 
歯科専門職の介入が必要な在宅高齢者が
多いと想定されているが、必ずしも適正量の
サービスが提供されていなと考えられる。そ
こで、歯科専門職が在宅高齢者へ必要最低限
度の介入ができる条件について、①実際にも
っとも在宅要介護高齢者を支援している看
護職等と歯科医療職との連携、②看護職等が
行える口腔ケア必要度評価マニュアル、③歯
科専門職が介入する際のコスト、以上お３方
向から検討し、より簡便で適切な方略を模索
する。 
検討結果に基づき、在宅要介護高齢者への
口腔ケアを中心とした口腔保健サービスの
提供がなされれば、より多くの在宅要介護高
齢者のＱＯＬの向上のみならず、介護・医療
費用の軽減にもつながるものと考えられる。 
本研究では、「地域包括支援医療センター」
や「訪問介護ステーション」での歯科保健・
医療と情報を歯科医療機関・地域保健関連施
設と連携し、高齢者歯科保健が進展する仕組
みを作ることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
口腔保健管理提供の受け取り側である高
齢者の意識や状況を特別養護老人ホームで
調査し、提供側である歯科専門職の意識や状
況を歯科診療所で調査することで、口腔保健
管理の受け取り側と提供側の両方を理解し
た上での在宅要介護高齢者への効率的な口

腔保健管理提供を検討した。 
(1)特別養護老人ホームの調査 
 歯科専門職が口腔健康管理で介入してい
る特別養護老人ホーム 2施設（同一の法人が
運営し、隣接地にある）の平成 26 年 1～12
月までの 1年間の利用者である 383名から本
人の希望により介護職種による口腔ケアを
行っていない 1名を除く 382名を本研究の対
象とした。対象者に対して施設スタッフおよ
び歯科専門職が口腔内に行った内容を介護
記録から収集し、分析を行い考察した（日本
大学歯学部倫理委員会：倫許 2014-14） 
(2)歯科診療所の調査 
 厚生労働省の地方厚生局ホームページに
掲示された保険医療機関名簿から系統的抽
出法で、全国の歯科診療所2,000件を抽出し、 
平成２７年に郵便留め置き法でアンケート
調査を実施し、分析・検討した。 
 
４．研究成果 
(1)特別養護老人ホームの調査 
①介護職による口腔ケアの提供状況 
 口腔ケアにおける介助の有無を要介護度
別に調査した結果、通常の口腔ケアにおいて、
施設スタッフの介助が必要ない利用者（自
立）は、要介護度 1の 90.9％、要介護度 2の
76.2％、要介護度 3の 60.3％、要介護度 4の
34.3％、要介護度 5 の 5.9％であり、要介護
度が高くなるにつれて、口腔ケアを自立して
行えなかった。そして、口腔ケアに全介助が
必要となるのは要介護度3の利用者からであ
った。口腔ケアの介助が必要な利用者（一部
介助と全介助の合計）は要介護度 3において
39.6％を占め、要介護度 4では 65.7％と半数
を超えていた。 
 口腔ケアに介助が必要な利用者の中で、
「利用者の拒否があり行えない日があるか」
について調査した結果、介助に拒否がある利
用者は、要介護度 1および 2の 66.7％、要介
護度３の 34.8％、要介護度 4 の 11.6％、要
介護度５の 7.4％であり、要介護度が高くな
るごとに介助の拒否がある利用者は少なく
なる。 
 口腔ケアに介助者が使用する用具を調査
した結果、口腔ケア用具は、要介護度が高ま
るごとに多様となった。要介護度 3 からは、
舌ブラシやスポンジブラシ、360 度ブラシと
いった軟組織の口腔ケアを目的とする用具
が使用されていた。要介護度 4からはこれに
加えて、吸引ブラシといった誤嚥を防止する
用具や、保湿剤や洗口剤といった製剤も使用
されていた。 
要介護度の違いによる口腔ケアでの介助
の必要性は、介護度が上がるにつれて上昇し
ていた、特に中等度の介助を要する要介護度
3 は、身の回りの世話に介助が必要で、複雑
な動作には支えが必要な者で、問題行動や理
解力の低下があることに加え、移動の際に支
えが必要なものであり、排泄が自分１人では
できない状態とされており、口腔ケアを行う



にしても約3割の利用者が一部介助を必要と
し、全介助を必要とする利用者も約１割の利
用者に出てくる介護度であることがわかっ
た。介助が必要となる高齢者が出てくる要介
護度 3の介護者に対して、口腔ケアがなぜ大
切なのかを伝えるパンフレットの配布を行
うことで、その後の高齢者の口腔ケアの継続
につながる意識付けとなることが考えられ
る。また、要介護度４以上の者では、日常の
口腔ケアに半数以上が介助を必要としてお
り、介助者の口腔ケアの実施が不可欠になっ
てくる介護度であるといえる。口腔ケアを介
助者が行う場合は、口腔内という肉眼で見え
るものの、全体として確認しづらい場所を扱
うため、介助者が口腔内の構造に関する知識
を得ることや、口腔ケアを適切に行うことが
できるポジショニングの練習を行わせるこ
とが、適切な口腔ケアを行ううえで役に立つ
と考えられる。要介護度４の介助者を対象と
して歯科専門職が行う口腔衛生管理をモデ
ルとして介助者が実技訓練を行うことも、適
切な口腔ケアの実施につながることが予測
され、効果的であると考えらえる。要介護度
が低いと口腔ケアの介助を必要とする高齢
者が減ることに反比例して、口腔ケアを拒否
する高齢者の割合は増えていた。このことは
高齢者が口腔衛生に対する認識や能力に限
界が出てくるためと考えられ、特に痴呆性高
齢者における困難さは報告されている５）～７）。
高齢者のなかでも要介護度が低い場合、拒否
する行動が可能であるために、口腔ケアを拒
否する割合が増えたと考えられる。 
日々対応する施設スタッフや介護者の負
担を減らすために、歯科専門職が定期的に行
う要介護高齢者の口腔内確認と合わせて、施
設スタッフや介護者の相談対応や指導を行
うことは介護が続くうえで重要であると考
える。要介護度が低いが介助が必要な高齢者
の介護者には、精神的なサポートを行い、そ
の後の口腔ケアの維持につなげることも必
要であると考える。 
 口腔健康管理には多くの項目があるが、歯
科医師や歯科衛生士は、そのなかで歯科に関
し、専門性の高い部分に時間を割きがちであ
る。たとえば、歯石を除去しても、その後の
口腔衛生管理ができなければまたすぐに元
に戻ってしまう。すなわち、毎日の口腔環境
の維持が保てなければ、口腔疾患の予防も口
腔状態が及ぼす全身への影響も予防できず、
健康な高齢者が増えることにはならない。歯
科専門職が要介護度を考慮し、歯科チームと
して介護者と交流し知識の共有を行うこと
と、そこからスクリーニングを行い、個別に
支援することが必要であると考える。 
 また、口腔ケア用具も要介護度が高くなる
につれて多様となり、健常高齢者には使用し
ない用具を使用する頻度が増えてくる。特に
要介護度 3からは、高齢者に合わせてた用具
の選択と使用方法の説明という専門職の介
入が必要と示唆された。 

歯科衛生士が介入すると、病棟看護師の口腔
清掃の認識や清掃方法の改善、清掃回数の増
加がみられるという報告がある８）９）。今回対
象とした施設では、施設スタッフによる日常
の口腔ケアに加え、歯科専門職による口腔健
康管理を歯科衛生士が主体で行っていた。同
時に介助者に対して利用者の口腔ケアに関
する指示もなされていた。歯科専門職の介入
があることが、介助者の安全な口腔ケアの実
施の維持に役立っていたと考えられる。今後、
要介護高齢者への口腔ケア推進には、介助者
への定期的な指導も含めて、歯科衛生士のよ
り一層の適切な配置が必要であると考えら
れる。 
②歯科専門職による口腔ケアと歯科治療の
頻度 
 歯科専門職が平成 26 年 10 月および 11 月
に利用者に行った、口腔ケアの回数、歯科治
療の回数に関しても調査を行った。2 施設は
それぞれ複数の歯科専門職のチームと連携
している。チームＡは歯科大学、チームＢ～
Ｄは歯科医院である。各チームの交流はない
が、どのチームも歯科医師 1、2 名と歯科衛
生士 2～5 名が組んで口腔ケアおよび治療を
実施している。口腔ケアに関しては、1 つ目
の施設は約 5 割の利用者、2 つ目の施設は約
7 割の利用者に対して毎月歯科専門職が行っ
ていた。歯科治療に関しては、1 つ目の施設
は約 1 割の利用者、2 つ目の施設は約７割の
利用者に対して毎月歯科治療を歯科医師が
行っていた。 
 専門職の口腔ケアは必要であると考えら
れているが、その必要量が示されないため、
同じ地域の施設であっても回数に差が見ら
れた。歯科の専門職のチーム編成は歯科医師 
1、2 名に歯科衛生士 2～5 名という編成であ
り、口腔ケアに歯科衛生士の担う役割は大き
いと考えられる。同一法人が運営し、隣接地
にある施設であっても、訪問チームにより、
口腔ケアおよび治療の頻度は異なっていた。
また、口腔ケアに合わせて歯科治療も行って
いた。口腔ケアと歯科治療の割合は、チーム
によって異なっており、歯科医院が行う際に
は治療と合わせて口腔ケアを必ず行う傾向
が強いことが示唆される。現在、実施者によ
り口腔ケアの頻度は変わっているため、目安
となるものが必要であると考える。 
③要介護度および食事形態による歯科治療
の頻度 
歯科の専門職のチームにより担当する利
用者の要介護度の分布は統計学的に有意な
差はなかった。要介護度、食事形態と歯科治
療回数の関連性では同じ施設を担当するチ
ーム間に同様の傾向がみられた。要介護度よ
る歯科治療回数の増減はなく，歯科治療は要
介護度に関わらず必要となることが示唆さ
れた。また，食事形態は経口摂取をしない場
合、チーム aとチーム bでは歯科治療を行わ
れていなかったが，チーム dのみ歯周治療を
行っている記載があった。歯科医師側が治療



を行うか否かにも差があることが示唆され
た。 
同一の法人が運営し隣接地にある施設で
あっても，訪問チームにより，歯科治療の頻
度は異なっていた。歯科治療の頻度は，チー
ムによって差が生じているため，目安となる
指針やガイドが必要であると考える。 
(2)歯科診療所の調査 
①歯科診療所の認識：訪問看護ステーション
および地域包括支援センター 
アンケートの分析可能なものは340件であ
った。分析可能なもののうち、約 40 が東京
を含む関東地方からで、また、歯科診療所の
管理者の年齢は 50 歳代・60 歳代で約 65％あ
った。「訪問看護ステーション」、「地域包括
支援センター」、それぞれについて約 70％が
知っていた。しかし、連携が「頻繁に」ある
いは「時々ある」の両者を合せても、30％に
満たなかったことから、連携先としては，低
いことがわかった。また、「地域包括ケア」、
「在宅療養支援歯科診療所」といった地域に
おける在宅歯科診療の連携に関わる基本的
なものについての知識がない歯科診療所が
約 30％あった。このことから、今後，在宅歯
科診療を推進する上で、歯科診療所の管理者
に対し地域包括ケアに関する知識の普及が
必要であると考えられる。一方、「訪問看護
ステーション」あるいは「地域包括支援セン
ター」と連携の経験がある場合、約 90％の歯
科診療所がその連携は円滑であったと回答
し、予後もよいと実感していることから、連
携の有益性が示唆された。 
今後、地域で在宅歯科診療を推進するため
には、「訪問看護ステーション」あるいは「地
域包括支援センター」といった歯科診療所が
連携を進めていくべき機関や、「地域包括ケ
ア」等に関する知識の普及をすることが必要
であると考えられる。 
②歯科衛生士が行う口腔管理業務 
アンケートの分析可能なものは337件であ
り、そのうち訪問歯科診療の実施経験があっ
たのは 250 件であり、これについて検討を加
えた。歯科衛生士の訪問歯科診療時での口腔
管理では、「義歯の清掃」が最も多く、34.0％
あった。歯科衛生士が行った口腔管理業務か
らは「口腔衛生状態の改善」を目的としたも
のが多いことが分かった。より専門性を有す
ると考えられる、「口腔機能の向上」を目的
とした機能管理業務を行わせている歯科診
療所は 2割以下と少なかった。一方、訪問歯
科診療では「義歯の不適合や破損の治療」は
86.4%が行っており、訪問歯科診療において
は歯科衛生士の業務として、口腔の清掃関連
や「歯科診療の補助」に重点が置かれており、 
歯科疾患の予防管理や機能管理への関与は
低いことが示唆された。 
訪問歯科診療における口腔管理の普及に
は歯科医師だけでなく歯科衛生士の教育が
不可欠であると考える。在宅高齢者に対する
「口腔衛生状態の改善」のみならず、「口腔

機能の向上」や予防管理に関する教育を、広
くより多くの歯科衛生士に行うことは、今後
期待される地域包括ケアシステムの展開に
おいて、より有益な結果をもたらすこと考え
られる。 
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